
１　職員の任免及び職員数の状況

（1）職員の採用、退職の状況 （単位：人）

（2）部門別職員数の状況 （各年４月１日現在、単位：人）
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大館市人事行政の運営等の状況

　平成２８年度の市職員の人事行政の状況(職員数、給与、勤務条件等)を公表します。
　これは人事行政の公正性、透明性の確保等を目的に、地方公務員法第５８条の２及び
第５８条の３、大館市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定に基づいて行
うものです。

職 種
平　　成　　２８　　年　　度

採 用 者 数 退 職 者 数

薬剤師・医療技術職

一 般 行 政 職

25

2

消 防 職

20

4

37

22

3

36

看 護 ・ 保 健 職

そ の 他 1

企 業 職

企
業
職
の
う
ち

医師・歯科医師職

　　　　　区　分
　部　門

職　　　員　　　数 対　前　年　度　比　較

平成28年 平成29年 増減 主な理由

技 能 労 務 職

合 計

0

61

ふるさと納税推進室新設、併任解除に係る増員

税 務 40 40 0

一

般

行

政

議 会 7 7 0

総 務 128 130 2

民 生 119 119 0

衛 生 43 43 0

農 水 29 27 △ 2 退職不補充

商 工 36 34 △ 2 総合支所の配置基準見直しによる減員

86 88 2 歴史文化課新設による増員

消 防 123 123 0

土 木 60 61 1 建築指導係増員

小 計 462 461 △ 1

小 計 209 211 2

下 水 道 16 16 0

欠員不補充

特
別
行
政

教 育

公

営

企

業

等

病 院 571 572 1

水 道 27 28 1

小 計 651 651 0

18

6

総合計 1,322 1,323 1

そ の 他 37 35 △ 2

11

退職補充・認知症疾患医療センター新設に伴う増

1



（3）定員適正化計画の年次目標 （単位：人）

（注）１　職員数には、医師、医療技師、看護師及び消防の職員を含みません。

      ２　退職者数、採用者数及びその他増減は前年度4月2日から当年度4月1日までの人数です。

　　　３　（　　）は再任用職員数(内数)です。

（参考）再任用職員数の状況

（各年４月１日現在、単位：人）

（注）　常時勤務：一般職員と同様の勤務形態（週３８時間４５分勤務）

　　　　短時間　：一般職員より短い勤務形態（週３１時間等）

（4） 一般行政職の級別職員数の状況（平成２９年４月１日現在）

（注）１　大館市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　　　３　職員数に再任用職員は含みません

その他増減実績 0 0

削減数
計画 3 △ 1 △ 1 △ 1 0

実績 3 1 4

-

94

採用者数
計画 26(8) 14(8) 27(9) 27(11) 94

実績 31(9) 24(9)

15(0) 28(13)

実績 28(6) 23(2)

計

-659(21)

区　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実績 659 662(15) 663(22)

4月1日
職員数

計画 663 662(14) 661(22) 660(18)

12

４　　級 係長、主査 224 54.0

13

１　　級 主事、技師 46 11.1

22

２　　級 主任主事、主任技師 30 7.2

19

区　　分 標準的な職務内容 職員数(人) 構成比(%)

５　　級 課長補佐 42 10.1

６　　級 課長 34 8.2

３　　級 主査、主任 30 7.2

７　　級 部長 9 2.2

△ 1

計

一 般 行 政 職 6

計短時間
常時
勤務

28(8)

常時
勤務

短時間

平成２８年度

常時
勤務

14

平成２９年度 増減数

退職者数
計画 23(6)

2

0

10 9合 計

計 短時間
区　分

6

6

企 業 職

技 能 労 務 職

15 1

4

6 7 7

8 5

9 2 7

消 防 職 1 1 2

平成27年度

　再任用とは、高齢者雇用等のため定年退職者を１年間の任期を定めて再び雇用する制度です。再任用職
員は、勤務実績に応じ最長で６５歳までの更新が可能です。
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２　職員の給与の状況

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成２９年４月１日現在の人数です。

 (3) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２９年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

 (4) 職員の給料の状況（平成２９年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円

 (5) 期末手当・勤勉手当（平成２９年４月１日現在）

千円

期末手当 月分 勤勉手当 月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置（一般行政職の場合3級以上）

・役職加算　5～15％

（参考）

H29.1.1現在 Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 27年度の人件費率
区 分

住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人件費率

％

74,705 35,838,874 1,216,925 5,953,779 16.6 15.4
28年度

人 千円 千円 千円 ％

区 分
職 員 数 給 与 費 一人当たり給与費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ Ｂ／Ａ

千円

665 2,511,208 572,666 942,871 4,026,745 6,05528年度
人 千円 千円 千円 千円

国 43.6 330,531 ― 410,719

公 務 員

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
(国ベース)

大館市 43.3 326,848 407,895 354,876

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
(国ベース)

大館市 53.7 315,181 333,910 327,145

うち校務主事 54.8 299,955 315,226 312,314

うち調理技師 52.2 356,703 367,380 369,662

区　　　　　分 初任給
経験年数階層ごとの平均給料

7年以上10年未満 10年以上15年未満 15年以上20年未満

うち運転技師 57.3 304,740 344,634 328,784

国 50.6 286,833 ― 328,360

－

242,670 324,339 363,936

高　校　卒 147,283 202,023 278,487 327,412
一般行政職

大　学　卒 179,643

１人当たり平均支給額（２８年度決算） 1,397

支給割合 2.50

技能労務職 高　校　卒 137,000 － －

1.60

加算措置の状況
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 (6) 特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）

千円

千円

　％

手当の名称

 (7) 時間外勤務手当

千円

千円

 (8) その他の手当（平成２９年４月１日現在）

円

円

円

円

支給職員１人当たり

（２８年度決算）

子

配偶者がいる場合

配 偶 者 10,000円

配偶者がいない場合

256,870

支給実績（２８年度決算） 6,549

支給職員１人当たり平均支給年額（２8年度決算） 44

千円 280,226

214,930

手当名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容

 満16歳以上22歳までの子
 1 人についての加算額

（２８年度決算） 平均支給年額

住居
手当

借家（借間）の場合の支給限度
額 27,000円 同じ － 29,984

10,000円

　2人目以降

5,000円

8,000円

1
人
目

円
自家用車などの交通用具利用2,000～31,600円 同じ －

単身赴任
手当

基礎額30,000円。距離に応じ8,000～70,000円加
算 同じ ― 0 千円

通勤
手当

ﾊﾞｽ、電車などの交通機関利用
の場合の限度額 55,000円 同じ －

28,865 千円 53,257

－ 5,128 千円 53,416 円

583,255

0

休日勤
務手当

祝日法による休日及び年末年始の休日に勤務し
た職員に対して、その勤務1時間につき1時間当
たりの給与額の135/100を支給

同じ － 36,522 千円 124,226 円

異なる
（国）46,300～

88,500円。55歳以
上は98.5%を支給

管理職
手当

管理又は監督の地位にある職員に40,000～
81,000円を支給

64,158 千円

夜間勤
務手当

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5
時までの間に勤務する職員にその勤務1時間に
つき1時間当たりの給与額の25/100を支給

同じ

円

0 円
宿日直
手当

宿日直勤務又は日直勤務を命ぜられた職員に対
してその勤務1回につき4,200円を支給
（勤務時間が5時間未満の場合は、2,100円）

同じ － 0 千円

管理職
員特別
勤務手

当

①管理又は監督の地位にある職員が臨時又は緊
急の必要等により週休日、休日、年末年始の休日
等に勤務した場合に6,000～15,000円の金額を支
給
②緊急の必要により週休日等以外に午前0時～5
時まで勤務した場合3,000円～5,000円

同じ － 318 千円 53,000

64,250
寒冷地
手当

11月から翌年3月までに在職する職員に対し、月
額7,360～17,800円を支給

同じ － 43,625 千円

8,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２8年度） 21.1

手当の種類（手当数） 11

徴収手当、行旅病人死亡人等取扱手当、現場作業手当、特殊自動車運転手当、資格手当、
用地交渉手当、夜間業務手当、清掃手当、出動手当、有害薬剤等取扱手当、防疫等作業手
当

支給実績（２８年度決算）

千円 円

職員１人当たり平均支給年額（２８年度決算） 428

国の制度 国の制度と 支給実績

1
人
目

配偶者がいる場合 6,500円

配偶者がいない場合 9,000円

　2人目以降 6,500円

父

母

等

扶養
手当

同じ － 72,431
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 (9) 退職手当（平成２９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (10) 特別職の報酬等の状況（平成２９年４月１日現在）

円

円

円

円

円 月分

円

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×0.47 任期毎（1期4年＝48月）

給料月額×在職月数×0.28 任期毎（1期4年＝48月）

給料月額×在職月数×0.21 任期毎（1期3年＝36月）

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期
           勤めた場合における退職手当の見込額です。

教 育 長 572,000

区 分 給料月額等

25.5562520.445

29.145 34.5825

49.5941.325

49.59

月分

49.59

20,662

教 育 長

退
職
手
当

432万円

期末手当

3.025

市 長 1,922万円

副 市 長 909万円

報

酬

議 長 412,000

副 議 長 375,000 3.025

議 員 357,000

市 長 852,000

副 市 長 676,000
給

料

5



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1） 勤務時間の状況（平成２９年４月１日現在）

（注）　本庁及び総合支所以外の勤務場所では、上記と異なる勤務形態の場所があります。

（2） 休暇の種類（平成２９年４月１日現在）

種 類 内　　　　容

年 次 有 給 休 暇
１年につき２０日
２０日を超えない範囲内の残日数を翌年に繰り越すことができる

療 養 休 暇
（ 有 給 ）

結核性疾患により長期の療養をする必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認めら
れる場合で、２年を超えない範囲内において医師が必要と認めた期間

1週間の勤務時間 始 業 時 刻 終 業 時 刻 休憩時間 週 休 日

３８時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分 　　正午から午後１時まで
土曜日
日曜日

必要と認められる期間

災害による勤務困難 必要と認められる期間

裁判員等の出頭 必要と認められる期間

公民権の行使 必要と認められる期間

組 合 休 暇
（ 無 給 ）

１年につき３０日
職員が登録された職員団体の業務又は活動に従事する場合

病 気 休 暇
（ 有 給 ）

負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場
合で、90日を超えない範囲内において医師が必要と認めた期間

特 別 休 暇
（ 有 給 ）

感染症予防法による交通制限等 必要と認められる期間

災害による住居の復旧等 ７日の範囲内の期間

災害による出勤困難

妊娠中の通勤混雑 １時間を超えない範囲で必要と認められる期間

母子保健法による健康診査 産前は４週に１回から１週に１回、産後１年までに１回

産前 産前８週間(多胎妊娠の場合は１４週間)以内の期間

労働安全衛生法による就業禁止 必要と認められる期間

公務による傷病 療養に必要と認められる期間

結婚 連続する７日の範囲内の期間

子の看護
１の年において６日(子が２人以上の場合１０日)の範囲内
の期間

授乳等 １日２回それぞれ３０分以内の期間

生理 ２日以内の期間

産後 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間

妻の出産 ２日の範囲内の期間

男性育児 ５日の範囲内の期間

勤務条件の措置要求 その都度必要と認める期間

不服申し立て その都度必要と認める期間

意見の申出等 その都度必要と認める期間

忌引 続柄等により１～１０日の範囲内

父母の追悼行事 １日

夏季休暇 ６月から９月までのうち４日

介 護 休 暇
（ 無 給 ）

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規
則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないこ
とが相当であると認められる場合／連続する６月の期間内において必要とする期間

骨髄移植 必要と認められる期間

ボランティア休暇 １の年において５日の範囲内の期間

短期介護
１の年において５日(要介護者が２人以上の場合１０日)の
範囲内の期間

介 護 時 間
職員が要介護者の介護をするため、介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年
の期間内において１日２時間を超えない範囲。勤務しない時間の給料を減額
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（3） 育児休業等の概要と取得状況

①育児休業等の概要（平成２９年４月１日現在）

②平成２８年度中新たに育児休業等を取得した職員

（育児休業） (単位：人)

（部分休業） (単位：人)

（育児短時間勤務） (単位：人)

区 分 内　　　　容

育 児 休 業 対象児童が３歳に達する日まで。無給

部 分 休 業 対象児童が小学校就学の始期に達するまで。１日２時間を超えない範囲。休業時間に応じ給料を減額

育児短時間勤務
対象児童が小学校就学の始期に達するまで。週１９時間３５分～２４時間３５分の範囲。勤務
しない時間に応じ給料を減額

区 分
育児休業承認期間

計
6月以下

6月超え
1年以下

1年超え
1年6月以下

1年6月超え
2年以下

2年超え
2年6月以下

2年6月超え

5年超え

男 性 5 5
女 性 2 9 7 4 2 4 28

男 性

4

0

33

区 分
部分休業承認期間

計
1年以下

1年超え
2年以下

2年超え
3年以下

3年超え
4年以下

4年超え
5年以下

計 7 9 7 4 2

区 分
育児短時間勤務承認期間

計
3月以下

3月超え
6月以下

6月超え
9月以下

9月超え

7
0 7

女 性 4 1 2
計 4 0 1 2 0

計 0 1 1 1 3

0
女 性 1 1 1 3
男 性
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1） 分限処分

①　分限処分について

②　分限処分の状況（２８年度） (単位：件。カッコ内は職員数)

（2） 懲戒処分

①　懲戒処分について

②　懲戒処分の状況（２８年度） (単位：件)

勤務実績が良くない場合 0

分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保を目的にした処分です。勤務実績が良くな
い場合、心身の故障の場合等の際に職員に対して行われます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処分の種類
　処分事由

降任 免職 休職 降給 合計

職に必要な適格性を欠く場合 0

心身の故障の場合 86(18) 86(18)

刑事事件に関し起訴された場合 0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 0

合 計 0 0 86(18) 0 86(18)

条例で定める事由による場合 0

法令に違反した場合 3 3

懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序
を維持することを目的とする処分です。法令に違反した場合、職務上の義務に違反し又は職務を怠った場
合等の際に職員に対して行われます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処分の種類
　処分事由

戒告 減給 停職 免職 合計

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 1 1

合 計 1 0 3 0 4
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５　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（1） 主な研修と受講者数等（２８年度）

（2） 勤務成績の評定の状況

６　職員の福利及び利益の保護
（1） 福利厚生の制度の概要

（2） 公平委員会に係る業務に関すること

①　勤務条件に関する措置の要求の状況

②　不利益処分に関する不服申し立ての状況

・新規採用・一般・中級・監督・管理職員研修

・人事評価評価者研修

・メンタルヘルス研修　ほか

　そ　の　他

・再任用職員研修

　自　主　研　修 － 未把握

勤務成績の評定については、平成23年4月から人事評価制度を本実施しており、昇給
及び勤勉手当の成績率に反映させているほか、人事異動における職員配置や昇任など
の人事管理に活用しています。

制 度 名 項 目 ・ 内 容

　人　事　交　流　等

・国土交通省東北地方整備局

・秋田県産業労働部

・一般財団法人地域活性化センター

・経済産業省東北経済産業局

・観光庁

・（株）電通

－ 6

　遺族補償

前年度からの継続案件 28 年 度 要 求 事 案 数 完 結 件 数 翌 年 度 継 続 件 数

厚 生 制 度

・定期健康診断、胃検診、婦人科検診(隔年)、VDT検診、特定業務従事者検診

・被服（作業服等）の貸与

・大館市職員互助会が実施する給付事業ほか

共 済 制 度

（秋田県市町村職員共済組合が実施）

・短期給付事業（保健給付、休業給付、災害給付ほか）

・長期給付事業（退職共済年金、障害共済年金、遺族共済年金の支給ほか）

・福祉事業（保健事業、貯金事業、貸付事業ほか）

0 0 0 0

0 0 0 0

前年度からの継続案件 28年度申し立て事案数 完 結 件 数 翌 年 度 継 続 件 数

公務災害補償制度
・公務上、通勤途上の負傷、疾病に対する療養補償、休業補償、障害補償、

　職　場　内　研　修（ＯＪＴ） － 全職員

　派　遣　研　修

33 54

・秋田県市長会主催研修

・秋田県自治研修所主催研修

・市町村アカデミー主催研修

・海外研修

研 修 名 研修講座数(回) 受 講 者 数 ( 人 )

職 場 外 研 修

　基　本　研　修

9 591
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職務の級及び職制上の段階ごとの職員の数

（１）給与条例適用職員の状況（平成２９年４月１日現在）

行政職給料表

人数 (再任用) 計

主事 78 78

技師 2 2

保育士 8 8

保健師 2 2

90 0 90

主任主事 57 57

主任技師 2 2

主任保育士 2 2

主任保健師 1 1

62 0 62

主査 4 4

主任 57 13 70

指導官（消防） 1 1

61 14 75

係長 102 102

出張所長 9 9

1 1

副室長（消防） 2 2

分署長（消防） 1 1

副分署長（消防） 3 3

主席係長（消防） 5 5

主査 205 205

328 0 328

支所長補佐 2 2

課長補佐 39 39

室長補佐 2 2

保育園長 5 5

中央公民館長 1 1

指導主事 1 1

農業委員会事務局次長 1 1

次長 3 3

当直司令（消防） 2 2

分署長（消防） 2 2

58 0 58

会計管理者 1 1

支所長 2 2

課長 30 30

教育事務所長 1 1

事務局長 3 3

主幹 3 3

政策監 2 2

消防次長 1 1

管理監（消防） 1 1

41 3 44

部長 5 5

議会事務局長 1 1

教育次長 1 1

消防長 1 1

課長 1 1

課長補佐 1 1

10 0 10

650 17 667

（職制上の段階ごとの職員数）

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100にならない場合があります

11.275
(１)主査の職務
(２)主任の職務

３級

４級
(１)係長の職務
(２)困難な業務を分掌する主査の職務

328 49.2

７級 部長の職務 10 1.5

62主任主事又は主任技師の職務２級

6.8%

1.2%

合計

45

8

課長補佐級

課長級

部長級

職務の級

段階 人数

62

71

係長級

667

90

総計

主事級

主任主事級

主任級

124

58

主査級 209

職名

58 8.7

割合

13.5%

9.3%

10.6%

31.3%

18.6%

8.7%

内訳

６級

等級別基準職務表に規定する
標準的な職務 （人） （％）

合計

課長又は主幹の職務

※事務局長の内訳は農業委員会・選挙管理委員
会・監査委員の各事務局長

計

計

計

90 13.5

計

計

計

計

児童発達支援センターひまわり所長

9.3

44 6.6

１級

５級

課長補佐の職務

※次長の内訳は議会・選挙管理委員会・監査委
員各事務局の次長
※室長補佐の内訳は特別滞納対策室及び医薬連
携室の室長補佐
※分署長（消防）は比内・田代・北の各分署長

主事又は技師の職務
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（２）公営企業職員（水道事業等）の状況（平成２９年４月１日現在）

企業職給料表（１）

人数 (再任用) 計

3 3

3 0 3

2 2

2 0 2

2 2 4

2 2 4

7 7

24 24

31 0 31

2 2

2 0 2

2 2

主幹 1 1

3 0 3

0

0 0 0

43 2 45

（職制上の段階ごとの職員数）

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100にならない場合があります

６級 課長又は主幹の職務 3 6.7

総計

段階 人数 割合

主事級 3 6.7%

主任主事級 2 4.4%

主任級

6.7%

部長級 0 0.0%

合計 45

15.6%

３級
(１)主査の職務
(２)主任の職務

４級
(１)係長の職務
(２)困難な業務を分掌する主査の職務

５級

課長補佐級 2 4.4%

課長級 3

部長

計

4 8.9%

主査級 24 53.3%

係長級 7

課長補佐

計

課長

2 4.4

職務の級
等級別基準職務表に規定する

標準的な職務

主任主事

計

主任
8.9

計

係長

主査

計

計

７級 部長の職務 0 0.0

68.9

課長補佐の職務

計

4

31

１級 主事又は技師の職務 3 6.7

２級 主任主事又は主任技師の職務 2 4.4

合計 内訳

（人） （％） 職名

主事
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（３）公営企業職員（病院事業）の状況（平成２９年４月１日現在）

行政職給料表

人数 (再任用) 計

2 2

2 0 2

7 7

7 0 7

2 1 3

2 1 3

8 8

7 7

15 0 15

4 4

1 1

5 0 5

3 3

1 1

4 0 4

1 1

1 0 1

36 1 37

（職制上の段階ごとの職員数）

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100にならない場合があります

内訳

（人） （％）
職務の級

等級別基準職務表に規定する
標準的な職務

合計

２級 主任主事又は主任技師の職務 7 18.9
主任主事

計

計

職名

１級 主事又は技師の職務 2 5.4
主事

４級
(１)係長の職務
(２)困難な業務を分掌する主査の職務

15 40.5

係長

３級
(１)主査の職務
(２)主任の職務

3 8.1
主任

主任級 3 8.1%

主事級 2 5.4%

主任主事級 7 18.9%

5 13.5

６級

総計

扇田病院事務局次長

７級 事務局長の職務 1 2.7
総合病院事務局長

計

計

扇田病院事務局事務長

課長

課長補佐

計

５級 課長補佐、次長の職務

計

計

主査

4 10.8%

係長級 8 21.6%

課長、主幹又は事務長の職務 4

主査級 7 18.9%

10.8

段階

部長級 1 2.7%

合計 37

課長補佐級 5 13.5%

課長級

人数 割合
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医療職給料表（１）

人数 (再任用) 計

7 7

7 0 7

4 4

11 11

15 0 15

4 4

18 18

0

0

0

22 0 22

2 2

1 1

1 1

1 1

5 0 5

1 1

1 0 1

50 0 50

（職制上の段階ごとの職員数）

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100にならない場合があります

診療局長 1 2.0%

副院長 3 6.0%

院長 2 4.0%

合計 50

１級 医師又は歯科医師の職務 7

２級 副部長又は医長の職務 15

段階 人数 割合

医師 7 14.0%

医長 11 22.0%

副部長 4 8.0%

部長 18 36.0%

副診療局長 4 8.0%

総合病院副診療局長、総合病院部長、扇
田病院診療局長、扇田病院副診療局長又
は扇田病院部長の職務

22 44.0

４級
総合病院副院長、総合病院診療局長、扇
田病院院長又は扇田病院副院長の職務

5 10.0

３級

５級 総合病院院長の職務 1

計

総合病院診療局長

扇田病院院長

扇田病院副院長

総合病院副診療局長

総合病院部長

扇田病院診療局長

扇田病院副診療局長

扇田病院部長

計

総合病院院長

計
2.0

総計

医師

総合病院副院長

計

医長

副部長

計

14.0

30.0

職務の級
等級別基準職務表に規定する

標準的な職務
合計 内訳

（人） （％） 職名
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医療職給料表（２）

人数 (再任用) 計

0

0

0 0 0

3 3

3 3

19 19

25 0 25

8 8

2 2

34 34

44 0 44

0

0

0

0

4 4

2 2

0

3 3

9 0 9

2 2

0

8 8

2 2

1 1

1 1

5 5

0

0

0

19 0 19

1 1

4 4

2 2

7 0 7

104 0 104

（職制上の段階ごとの職員数）

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100にならない場合があります

１級 栄養士又は技師の職務 0 0.0

２級
(１)薬剤師の職務
(２)相当困難な業務を分掌する栄養士又
は技師の職務

25 24.0

71.2%

8 7.7%

1 1.0%

困難な業務を分掌する薬剤師、栄養士又
は技師の職務

44

４級

(１)副技師長又は係長の職務
(２)主任薬剤師、主任栄養士又は主任技
師の職務
(３)特に困難な業務を分掌する薬剤師、
栄養士又は技師の職務

9

６級

104

42.3
技師

(１)薬剤科部長の職務
(２)特に困難な業務を分掌する技師長又
は薬剤科副部長の職務

7 6.7

３級

主任技師8.7

係長

段階

係長・副技師長 10

人数 割合

74

部長

合計

9.6%

11 10.6%

薬剤師・技師・栄養士

主任薬剤師・主任技師・主任栄養士

副部長・技師長

職名

栄養士

薬剤師

栄養士

技師

計

薬剤師

栄養士

薬剤科副部長

技師

技師長

薬剤科部長

総計

職務の級
等級別基準職務表に規定する

標準的な職務
合計 内訳

（人） （％）

薬剤師

副技師長

栄養士

計

主任栄養士

計

主任薬剤師

計

技師

係長

５級

(１)技師長又は薬剤科副部長の職務
(２)困難な業務を分掌する副技師長又は
係長の職務
(３)特に困難な業務を分掌する主任薬剤
師、主任栄養士又は主任技師の職務
(４)４級に掲げる職務で極めて高度の知
識又は経験を必要とする業務を分掌する
薬剤師、栄養士又は技師の職務

19 18.3

技師長

主任技師

計

技師

薬剤師

栄養士

主任栄養士

主任薬剤師

副技師長

薬剤科副部長

計
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医療職給料表（３）

人数 (再任用) 計

0

0 0 0

36 36

0

36 0 36

48 5 53

0

48 5 53

0

10 10

160 160

4 4

174 0 174

4 4

14 14

37 37

32 32

28 28

115 0 115

2 2

2 0 2

375 5 380

（職制上の段階ごとの職員数）

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100にならない場合があります

合計 380

277

主任看護師

副看護師長 37

看護師長

0.5%

(１)副看護部長の職務
(２)看護師長の職務
(３)特に困難な業務を分掌する副看護師
長又は主任看護師の職務
(４)４級に掲げる職務で極めて高度の知
識又は経験を必要とする業務を分掌する
看護師の職務

５級

段階 人数 割合

准看護師

3.7%

1.1%

14

看護部長 2

115 30.3

６級 看護部長の職務 2 0.5

0

総計

計

副看護部長 4

11.1%

9.7%

1.1%

72.9%

4

42

看護師

計

看護部長

看護師

計

看護師長

副看護部長

主任看護師

副看護師長

准看護師

職務の級
等級別基準職務表に規定する

標準的な職務
合計

（人） （％）

0.0

准看護師

准看護師の職務

２級
(１)看護師の職務
(２)困難な業務を分掌する准看護師の職
務

36 9.5

看護師

53 13.9

看護師

准看護師

内訳

職名

准看護師

１級

計

計

計

４級

(１)副看護師長の職務
(２)主任看護師の職務
(３)特に困難な業務を分掌する看護師の
職務
(４)３級に掲げる職務で極めて高度の知
識又は経験を必要とする業務を分掌する
准看護師の職務

174 45.8

看護師

主任看護師

副看護師長

３級
(１)困難な業務を分掌する看護師の職務
(２)特に困難な業務を分掌する准看護師
の職務

15


